
広島県　教育に関する大綱
（R3（2021）～R7（2025））の振り返り

資料１
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現大綱

柱 取組の方向性

【１】乳幼児
期における
質の高い教
育・保育の
推進

○各園・所等における質の高い教育・保育
の推進及び計画的な人材育成への支援

○各学校における幼保小連携を前提とした、
乳幼児教育の基本的な考え方を生かした教
育活動の推進

○家庭教育に関する市町担当者への子育
て支援・家庭教育支援の理解促進と支援体
制の構築への支援

主な成果・課題
※下線は課題

社会・経済情勢
の変化等

◇「遊びは学び」という乳幼児期
の教育・保育の基本的な考え方
への理解が、県内の園・所等で
進んでおり、今後、保護者を対
象に「遊びは学び」の共感的理
解を広げていくための取組を推
進する必要がある。

◇各市町の幼保小の連携・接続
を推進する体制が整い、園・所
等と小学校の相互理解が進んで
おり、これを踏まえ、子供の学び
がより主体的になるよう架け橋
期の授業を改善する必要がある。

【子供の遊びや生活の変化】

◆遊び場所の減少やインター
ネット利用の早期化・長時間化
など、子供の遊びや生活に変化
が生じ、幼児の発達に必要な、
様々な人やものと直接的・具体
的に関わる体験を十分に確保
することが困難になっている。

【「遊び学び育つひろしまっ
子！」推進プラン（第2期）の策
定】

◆令和４年３月に本県の乳幼児
期の教育・保育の基本的な考え
方と，それを実現するための施
策の方向性と取組内容を示した
「遊び学び育つひろしまっ子！」
推進プラン（第2期）を策定

次期大綱の取組の方向性
（拡充・特に注力するもの）

◆「遊び学び育つひろしまっ子！」推進
プラン（第2期）の方向性に沿った取組
の推進

次期大綱の方向性（１）
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現大綱

柱 取組の方向性

【２】「主体
的な学び」
を促す教育
活動の推
進による、
これからの
社会で活躍
するために
必要な資
質・能力の
育成

○児童生徒一人一人の学びの土台となる
「基礎・基本」の徹底

○「個別最適な学び」と「協働的な学び」のそ
れぞれの学びを一体的に充実し、「主体的、
対話的で深い学び」の実現に向けた授業改
善の推進

○異文化間協働活動の推進による児童生
徒のグローバル・マインドや実践的なコミュ
ニケーション能力の育成

○学校の教育活動全体を通じ、児童生徒が、
学ぶことと自己の将来を見通しながら、自身
の職業意識や自らの生き方等について主体
的に考える機会の充実

主な成果・課題
※下線は課題

社会・経済情勢
の変化等

◇「主体的な学び」について、総
合的探究の時間を中心に進ん
でいるが、各教科においても主
体的な学びを取り入れた授業づ
くりに取り組む必要がある。

◇児童生徒が主体的に考える
機会を確保するため、自然体験、
職場体験・キャリア教育、異文
化体験などのリアルな体験機会
を充実させる必要がある。

【革新・普及が進むデジタル化】
◆人口減少に伴う構造的な人
手不足に対応するためにも、AI 
を含むデジタル技術を活用する
ことは不可避であり、デジタル技
術の実装により社会変革を進め、
新ビジネスや付加価値の創出に
つなげることで、デジタル競争力
を強化していく必要があるが、学
歴間のミスマッチが発生するリ
スクがある。

【リアルな体験機会の減少】
◆新型コロナウイルス感染症の
影響により児童生徒のリアルな
体験の機会が減少している。
◆ＡＩを含むデジタル技術の普及
により、実体験の重要性が指摘
されている。

次期大綱の取組の方向性
（拡充・特に注力するもの）

◇各教科における主体的な学びを取り
入れた授業改善

◇リアルな体験の充実とデジタルの効
果的な活用

◆生成ＡＩ等に関わる教育の充実、情報
モラルやメディアリテラシーの育成強化

次期大綱の方向性（２）
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現大綱

柱 取組の方向性

【３】一人一
人の多様な
個性・能力
をさらに生
かし、他者
と協働しな
がら新たな
価値を創造
していくこと
ができる力
の育成

○「個別最適な学び」と「協働的な学び」のそ
れぞれの学びを一体的に充実し、「主体的、
対話的で深い学び」の実現に向けた授業改
善の推進【再掲】

○学校教育の質の向上に向けた、一人１台
端末等のデジタル学習基盤の効果的な活
用の推進

○多様な意見に触れる機会を創出し、自分
とは異なる他者の多様な価値観の受容につ
ながる取組の推進

○社会経済情勢の変化や多様なニーズに
応じた学校の特色化・魅力化などを踏まえ
た県立学校の体制整備

主な成果・課題
※下線は課題

社会・経済情勢
の変化等

◇一人１台端末や学校のネット
ワーク環境の整備が劇的に進
み、「個別最適な学び」や「協働
的な学び」での活用を進めてい
るが、ＩＣＴを効果的に活用した
授業改善に取り組む必要がある。

【革新・普及が進むデジタル化】
◆人口減少に伴う構造的な人
手不足に対応するためにも、AI 
を含むデジタル技術を活用する
ことは不可避であり、デジタル技
術の実装により社会変革を進め、
新ビジネスや付加価値の創出に
つなげることで、デジタル競争力
を強化していく必要があるが、学
歴間のミスマッチが発生するリ
スクがある。【再掲】

【人口減少・少子化】
◆中学校３年生在籍者数は、昭
和63年度（48,780人）をピークに
減少し続け、令和５年度には
ピーク時の約半数（25,234人）と
なっており、今後も減少が続き、
令和16年度にはピーク時の約４
割程度となることが見込まれる。
　
【高校授業料無償化】
◆いわゆる高校授業料無償化
の影響などにより、私立学校の
多くが所在する都市部を中心と
して、私学志向が高まっている。

次期大綱の取組の方向性
（拡充・特に注力するもの）

◇リアルな体験の充実とデジタルの効
果的な活用【再掲】

◆生成ＡＩ等に関わる教育の充実、情報
モラルやメディアリテラシーの育成強化
【再掲】

◆生徒数の減少やいわゆる高校授業
料無償化などの社会経済情勢の変化
や多様なニーズに対応した高等学校の
特色化・魅力化などを踏まえた高等学
校の在り方の検討

次期大綱の方向性（３）



現大綱

柱 取組の方向性

【４】今後の
社会経済
環境の変
化に対応で
きる高度な
資質・能力
を有する人
材の育成

○解のない課題にチャレンジし、新たな価値
を創造できる人材の育成を目指す「新たな教
育モデル」の実現

○県内大学・短大と連携した大学の魅力づく
りの推進

○企業等のニーズ等に対応したリカレント教
育の環境整備

主な成果・課題
※下線は課題

社会・経済情勢
の変化等

◇叡啓大学において、必要な教
員を確保し、リベラルアーツ、
PBLなどの教育プログラムを展
開し、R7年3月に第１期生(58名)
が卒業した。

◇アドミッションポリシーを満た
す学生を安定的に確保する必
要がある。

【人口減少】
◆18歳人口の減に伴い、今後
大学進学者が減少していくこと
が見込まれる。

次期大綱の取組の方向性
（拡充・特に注力するもの）

◇社会ニーズを踏まえた人材の育成
◆県立広島大学及び叡啓大学において、
継続して、それぞれが掲げる人材の育
成を推進

次期大綱の方向性（４）
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現大綱

柱 取組の方向性

【５】教育上
特別な配
慮を必要と
する児童生
徒等への
支援

○不登校児童生徒や外国人児童生徒など
多様な観点からのニーズに応じた教育機会
の提供

○個別の教育支援計画の活用などによる、
乳幼児期から学校卒業後までの切れ目ない
支援体制の整備

○一人一人の障害の状態や特性、心身の発
達段階、教育的ニーズに応じた、専門的な
指導や教育環境の充実

主な成果・課題
※下線は課題

社会・経済情勢
の変化等

◇本県の不登校児童生徒数は
増加傾向にあることから、不登
校傾向が見られた早期の段階
でのアプローチや、社会とつな
がりがもてていない児童生徒に
対する取組を充実させる必要が
ある。

◇特別支援学校在籍者数の増
加に伴う狭隘化を解消するため、
高等学校の余裕教室を活用す
るなど、共生社会の形成に寄与
する方法も含めた教育環境整
備を実施したが、教育的ニーズ
に対応した指導の充実にも取り
組む必要がある。

【教育上特別な配慮を必要とす
る児童生徒の増加】
◆不登校等児童生徒数や特別
支援教育を必要とする児童生
徒数が増加している。
◆日本語指導が必要な児童生
徒の増加や母語の多言語化が
見込まれる。

次期大綱の取組の方向性
（拡充・特に注力するもの）

◇児童生徒の成長と発達を支える生徒
指導

◇特別支援教育を必要とする児童生徒
の教育的ニーズに対応した指導の充実

◆日本語指導担当教員等に対する研修
実施による指導力の向上、外国人児童
生徒の学習支援の充実

次期大綱の方向性（５）
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現大綱

柱 取組の方向性

【６】教職員
の力を最
大限に発
揮できる環
境の整備

○教職員の働き方改革の更なる加速化やメ
ンタルヘルス対策の充実

○教員の資質・能力や専門性の向上に向け
た取組の推進

主な成果・課題
※下線は課題

社会・経済情勢
の変化等

◇教員の大量退職に伴う大量
採用が続き、経験が浅い若い教
員が増加している。

◇高等学校、大学と連携して、
教職の魅力、広島県の教育施
策・学校の魅力について学ぶ
「教師養成塾」「出前講義」など
を実施してきたが、教員を志望
する人材が減少傾向にある。

◇教員全体の在校等時間が減
少傾向にあるなど、これまで進
めてきた学校における働き方改
革や業務改善の取組により、一
定の成果がでてきている一方で、
メンタルヘルス不調の教職員が
増加している。

【教職員の不祥事の増加】
◇依然としてわいせつ・セクハラ
事案をはじめとする不祥事が後
を絶たない状況にある。

【給特法の改正】
◆教員が「働きやすさ」と「働き
がい」を感じられる職場環境を
実現することで、教員に優れた
人材を確保し、「全ての子供た
ちへのよりよい教育を実現」す
ることを目的とする給特法の改
正法が令和７年６月11日に成立

次期大綱の取組の方向性
（拡充・特に注力するもの）

◇持続発展する教育のための教員の育
成
　・校内ＯＪＴの質的向上や体系的な校外研修を
　組み合わせた人材育成

◆給特法改正を踏まえた、平均時間外
在校等時間の縮減に向け、業務量管
理・健康確保措置実施計画の策定・公
表などによる働き方改革の更なる加速
化

◆学校衛生委員会の活性化や産業医
の活用、管理職員を対象としたメンタル
ヘルス研修の実施などの教職員自身の
セルフケアや管理職員等によるラインケ
アの推進

◇子供たちが安心して学ぶことができる
環境をつくるため、全ての教育関係者が
一丸となった教職員の不祥事の根絶に
向けた取組の実施

次期大綱の方向性（６）
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＜概要＞
１　学校における働き方の一層の推進
　・業務量管理・健康確保措置実施計
　画の策定・公表の義務付け
２　組織的な学校運営及び指導の推進
　・「主務教諭」の職の新設
３　教員の処遇改善
　・教職調整額の基準となる額の段階
　的な引き上げ
　・義務教育等教員特別手当を校務
　類型に応じて支給
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現大綱

柱 取組の方向性

【７】安全・
安心な教
育環境の
構築

○大規模災害に対応した防災教育の推進や
ICTを活用した大規模災害時における子供た
ちの学びの保障

○交通安全・防犯教育の充実

○いじめや暴力行為をはじめとする生徒指
導上の諸課題に適切に対応するため、各学
校における生徒指導体制や教育相談体制
の充実

○校舎等の老朽化対策や多様な学習内容・
学習形態への対応などの教育環境の質的
向上を図るための施設・設備の整備

○コミュニティ・スクールと地域学校協働活動
の一体的な推進による地域とともにある学校
づくり、学校を核とした地域づくりの支援

主な成果・課題
※下線は課題

社会・経済情勢
の変化等

◇生徒指導上の諸課題の未然防
止を図るため、全ての中学校
及び特別支援学校を含む全県立
学校にスクールカウンセラーを配
置するとともに、小学校への派遣
も実施することにより、教育相談体
制の充実を図っている。

◇一方で、本県の不登校児童生
徒数は増加傾向にあることから、
不登校傾向が見られた早期の段
階でのアプローチや、社会とつな
がりがもてていない児童生徒に対
する取組を充実させる必要がある。
【再掲】

◇校舎等の長寿命化改修工事な
ど安全・安心な教育環境の整備に
向けた取組が進められている。 

◇コミュニティ・スクールの導入支
援を強化した結果、市町において
は全市町導入された。県立学校に
おいても全校で導入されたが、地
域学校協働活動との一体的な推
進に向けた取組ついては、学校規
模、設置学科、地域性などにより
差がある。

【生徒指導上の諸課題の増加
傾向】
◆暴力行為の発生件数やいじ
めの認知件数が全国で過去最
多となっており、本県においても
増加傾向にある。

【人口減少・少子化】
　再掲

【自然災害の激甚化・頻発化】

◆近年、全国各地で様々な自
然災害が激甚化・頻発化し、甚
大な被害が発生していることや、
南海トラフ巨大地震の発生が懸
念されていることから、自然災
害への対策の重要性が高まっ
ている。

次期大綱の取組の方向性
（拡充・特に注力するもの）

◇児童生徒の成長と発達を支える生徒
指導【再掲】

◆高等学校の在り方の検討を踏まえた
学校再編に伴う校舎等の改修・改築

次期大綱の方向性（７）
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現大綱

柱 取組の方向性

【８】生涯に
わたって学
び続けるた
めの環境
づくり

○学校や公民館、図書館、博物館等の社会
教育施設をはじめとする「学びの場」が実施
する地域の課題解決などの取組を支援する
ことを通じた学習機会の充実

○県民のニーズに対応した多様なスポーツ・
文化芸術を通じた活動の場づくり

○本県の有する文化的財産を親しむことが
できる機会の充実と次代に継承していく環境
の整備

主な成果・課題
※下線は課題

社会・経済情勢
の変化等

◇県立図書館や博物館等にお
いて、図書の配架や展示の工夫
などにより、利用者促進や来館
者の増加につながった。

◇公民館等の社会教育関係施
設が、行政（他部局）や教育機
関、企業、NPO等の多様な主体
と連携・協働して、地域課題に対
応した学習機会を地域住民に提
供し、地域づくり活動の拠点の
役割を果たせるよう、地域の学
びを支える人材の育成に取り組
んでいる。

【革新・普及が進むデジタル化】
◆今後も環境整備が加速して
いく中で、教育の分野において 
ICT を活用することが特別なこ
とではなく「日常化」するなど、
デジタル化を更に推進していく
ことが不可欠である。

次期大綱の取組の方向性
（拡充・特に注力するもの）

◆図書館等の社会教育施設におけるデ
ジタル技術の活用

次期大綱の方向性（８）



１　児童生徒の成長と発達を支える生徒指導
　　誰もが安心して学べる環境づくりは必要不可欠。日常的な活動を通じて子供たちの成長と発達を支える生徒指導が全ての教育活動の基盤として機能すると
　ともに、「指導の個別化」や「学習の個性化」など、個別最適な学びを実践することにより、安心して通え、学ぶ楽しさを感じることができる学校づくりを推進する
　必要がある。

２　持続発展する教育のための教員の育成
　　教員の年齢構成は、大量退職に伴う大量採用が続いており、若い教職員が増えていることから、キャリアステージに応じて求められる資質・能力の育成がよ
　り一層重要である。
　　また、生成ＡＩが飛躍的に発展する状況の下、個別の知識の集積にとどまらない概念としての習得や深い意味理解を促し、学ぶ意味、社会やキャリアとのつな
　がりを意識した指導力が求められている。
　　このため、個々の教員が多様な実践を重ね、成長するための意図的・計画的なジョブローテーションや組織づくり、主体的な学びの定着に向けた校内ＯＪＴの
　質的向上及び体系的な校外研修を組み合わせた人材育成により、学校の中核を担うことができる教員の育成をはじめ、教員の指導力向上を図る必要がある。

３　リアルな体験の充実とデジタルの効果的な活用
　　自律的に学ぶ自信がある子供、自分で課題を立て探究に取り組む子供、自分の考えを持つ子や夢を持つ子供の割合が低く、学びに向かう力等の育成は道
　半ばである。　　
　　このような中で、主体的に学び、自らの人生を舵取りする力の育成や多様で豊かな可能性を開花させる教育の実現を図るためには、一人一人が初発の思考　
　や行動を起こしたり、好奇心を深掘りする中で、学びを主体的に調整し、自身の豊かな人生やより良い社会につなげていくことが必要である。
　　このため、一人一人が初発の思考や行動を起こしたり、好奇心を深掘りする動機付けとして、自然体験、職場体験・キャリア教育、異文化体験などのリアルな
　体験機会を充実させる必要がある。
　　また、リアルな体験をデジタルで支えるとともに、ICTを学校教育の基盤的なツールとして効果的に活用し、学びの充実を図る必要がある。　　

次期大綱の特に注力する分野
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施策体系と取組の方向性（１）

施策体系 取組の方向性（下線は拡充・特に注力する箇所）

柱１　乳幼児教育・保育の充実

（１）園所等における質の高い教育・保育の推進
○各園・所等における質の高い教育・保育の推進及び計画的な人材育成への支援
○各学校における幼保小連携を前提とした、乳幼児教育の基本的な考え方を生かした教育活動の推進
○家庭教育に関する市町担当者への子育て支援・家庭教育支援の理解促進と支援体制の構築への支援

（２）幼保小連携・接続の推進

（３）家庭教育支援の充実

柱２　学びの変革の推進

（１）質の高い、深い学びの実現

○児童生徒一人一人の学びの土台となる「基礎・基本」の徹底
○「個別最適な学び」と「協働的な学び」のそれぞれの学びを一体的に充実し、「主体的、対話的で深い学び」の実
　現に向けた授業改善の推進
○学校教育の質の向上に向けた、一人１台端末等のデジタル学習基盤の効果的な活用の推進
○リアルな体験の充実とデジタルの効果的な活用
○生成ＡＩ等に関わる教育の充実、情報モラルやメディアリテラシーの育成強化
○異文化間協働活動の推進による児童生徒のグローバル・マインドや実践的なコミュニケーション能力の育成
○多様な意見に触れる機会を創出し、自分とは異なる他者の多様な価値観の受容につながる取組の推進
○コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的な推進による地域とともにある学校づくり、学校を核とした地
　域づくりの支援

（２）学校・家庭・地域が連携・協働した教育の推進

柱３　キャリア教育の推進

（１）組織的・系統的なキャリア教育の推進
○学校の教育活動全体を通じ、児童生徒が、学ぶことと自己の将来を見通しながら、自身の職業意識や自らの生
　き方等について主体的に考える機会の充実

柱４　特別支援教育の充実

（１）切れ目ない支援体制の整備

○個別の教育支援計画の活用などによる、乳幼児期から学校卒業後までの切れ目ない支援体制の整備
○一人一人の障害の状態や特性、心身の発達段階、教育的ニーズに応じた、専門的な指導や教育環境の充実

（２）障害の特性等に応じた指導及び指導上の配慮の充実等

（３）教育環境の充実・整備
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◇大綱の柱は大綱の上位計画であるビジョンの項目に合わせ、「取組の方向性」はビジョンの項目に合わせた柱に沿って整理



施策体系と取組の方向性（２）

施策体系 取組の方向性（下線は拡充・特に注力する箇所）

柱５　誰もが安心して学習できる環境づくり

（１）学習指導と生徒指導の一体化
○いじめや暴力行為をはじめとする生徒指導上の諸課題に適切に対応するため、各学校における生徒指導体制や　
　教育相談体制の充実
○日常的な活動を通じた子供たちの成長と発達を支える生徒指導
○「個別最適な学び」と「協働的な学び」のそれぞれの学びを一体的に充実し、「主体的、対話的で深い学び」の実
　現に向けた授業改善の推進【再掲】
○不登校児童生徒や外国人児童生徒など多様な観点からのニーズに応じた教育機会の提供
○大規模災害に対応した防災教育の推進やICTを活用した大規模災害時における子供たちの学びの保障
○交通安全・防犯教育の充実
○校舎等の老朽化対策などの安全・安心な学校施設の整備
○多様な学習内容・学習形態への対応などの教育環境の質的向上を図るための施設・設備の整備

（２）多様な子供たちに応じた教育の充実

（３）学校における安全・安心の確保

柱６　子供の学びを支える基盤づくり

（１）教職員の力を最大限に引き出す取組の推進
○学校の中核を担うことができる教員の育成をはじめ、主体的な学びの定着に向けた専門性向上、教員の資質・能
　力向上に向けた取組の推進
○教職員の働き方改革の更なる加速化やメンタルヘルス対策の充実
○教職員の不祥事の根絶に向けた取組の実施
○社会経済情勢の変化や多様なニーズに応じた学校の特色化・魅力化などを踏まえた県立学校の体制整備
○校舎等の老朽化対策などの安全・安心な学校施設の整備【再掲】
○多様な学習内容・学習形態への対応などの教育環境の質的向上を図るための施設・設備の整備【再掲】

（２）県立学校の体制整備

（３）学校における安全・安心の確保【再掲】

柱７　高等教育の充実

（１）これからの社会で求められる人材の育成
○県立広島大学・叡啓大学におけるこれからの社会で求められる資質・能力を有する人材の育成
○県立広島大学大学院経営管理研究科（HBMS）における専門能力と実践力を備えた人材の育成

柱８　生涯にわたって学び続けるための環境づくり

（１）生涯学習を進める環境づくり
○学校や公民館、図書館、博物館等の社会教育施設をはじめとする「学びの場」が実施する地域の課題解決など
　の取組を支援することを通じた学習機会の充実
○社会教育施設におけるデジタル技術の活用
○県民のニーズに対応した多様なスポーツ・文化芸術を通じた活動の場づくり
○本県の有する文化的財産を親しむことができる機会の充実と次代に継承していく環境の整備

（２）スポーツ・文化に親しむ環境づくり
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施策体系の改定イメージ（１）

改訂後の施策体系

柱１　乳幼児教育・保育の充実

（１）園所等における質の高い教育・保育の推進

（２）幼保小連携・接続の推進

（３）家庭教育支援の充実

柱２　学びの変革の推進

（１）質の高い、深い学びの実現

（２）学校・家庭・地域が連携・協働した教育の推進

柱３　キャリア教育の推進

（１）組織的・系統的なキャリア教育の推進

柱４　特別支援教育の充実

（１）切れ目ない支援体制の整備

（２）障害の特性等に応じた指導及び指導上の配慮の充実等

（３）教育環境の充実・整備

現行の施策体系

柱１　乳幼児期における質の高い教育・保育の推進

（１）本県における質の高い教育・保育の推進

柱２　「主体的な学び」を促す教育活動の推進による、これからの社会で活躍す　
　　るために必要な資質・能力の育成

（１）「基礎・基本」の徹底

（２）初等中等教育段階における「主体的な学び」を促す教育活動

（３）夢や希望の実現に向けたキャリア教育の充実

柱３　一人一人の多様な個性・能力をさらに生かし、他者と協働しながら新たな　
　　価値を創造していくことができる力の育成

（１）多様で厚みのある人材層の形成

（２）「個別最適な学び」の推進

（３）多様な価値観の受容

（４）県立学校の体制整備

（５）学校教育以外での取組

柱４　今後の社会経済環境の変化に対応できる高度な資質・能力を有する人材
　　の育成

（１）「新たな教育モデル」の実現

（２）大学連携の推進

（３）リカレント教育の推進

◇大綱の柱は大綱の上位計画であるビジョンの項目に合わせる。
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施策体系の改定イメージ（２）

改訂後の施策体系

柱５　誰もが安心して学習できる環境づくり

（１）学習指導と生徒指導の一体化

（２）多様な子供たちに応じた教育の充実

（３）学校における安全・安心の確保

柱６　子供の学びを支える基盤づくり

（１）教職員の力を最大限に引き出す取組の推進

（２）県立学校の体制整備

（３）学校における安全・安心の確保【再掲】

柱７　高等教育の充実

（１）これからの社会で求められる人材の育成

柱８　生涯にわたって学び続けるための環境づくり

（１）生涯学習を進める環境づくり

（２）スポーツ・文化に親しむ環境づくり

現行の施策体系

柱５　教育上特別な配慮を必要とする児童生徒等への支援

（１）「学びのセーフティネットの充実」

（２）教育委員会を関係機関が連携した支援

（３）障害のある幼児児童生徒への支援

柱６　教職員の力を最大限に発揮できる環境の整備

（１）教職員一人一人の力を最大限に発揮できる環境の整備・働き方改
　　革の推進

（２）日本一の教育集団の形成

柱７　安全・安心な教育環境の構築

（１）学校における安全・安心の確保

（２）充実した教育活動を行うための環境整備

（３）家庭教育への支援

（４）学校・家庭・地域が連携した教育の推進

柱８　生涯にわたって学び続けるための環境づくり

（１）生涯学習を進める環境づくり

（２）スポーツ・文化に親しむ環境づくり

14


